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1. はじめに

近年，廃棄物処分場や発電所等，周辺住民や地域と

の合意が必要な社会基盤施設に対して，リスクコミュ

ニケーションや合意形成の手法に関する研究1),2)が進

められている．しかしながら，実際のフィールドで行

政の対応が住民の意識の形成にどのような影響を及ぼ

すかといったことについて実証的なデータは少ない．

本研究では，２つの県にまたがる不法投棄現場の周

辺住民を対象として住民アンケートを実施し，自治体

の対応手法の違いと周辺住民の意識形成の関係に着目

して分析し，合意形成手法に関して検討する．

2. 調査概要

(1) 対象とした不法投棄問題の概略

A県とB県の県境に産業廃棄物の不法投棄現場が存

在することが平成 11年 11月に明らかになった．両県

にまたがる原野 27haに総体積 87万 t（A県側 67万 t，

B県側 27万 t）が不法に投棄された．この不法投棄問

題は，A県およびB県おのおので,「特定産業廃棄物に

起因する支障の除去等に関する特別措置法」の期限内

完了を目指して，平成 15年度～の 10年間で全量撤去・

処理を実施する計画であり，現在はその途上にある.

不法投棄現場がA県およびB県の２県の県境に位置

していることから，行政の対応手法の違いが周辺住民

の意識変化に影響を与えており，住民合意形成手法に関

する実証的なデータを得るためには非常に良いフィー

ルドであると考えられる．

(2) アンケート調査の概要

本研究では，まず，各自治体の資料や文献を基に，こ

の問題に対する年表を作成した. アンケート調査には

この年表を添付し，問題発覚から現在までの行政の対

応に対する意識の変化について調査した．アンケート

に用いた年表の主要な項目をまとめて表–1に示す．

現場周辺の A県および B県の住民を電話帳から系

統抽出によりそれぞれ 300件ずつ選び調査の対象とし

た．2006年 12月 20日に郵送によりアンケートを送付

し，回答期限を 2006年 12月 31日までの約二週間と

表–1 不法投棄問題に対する行政の主な対応

年月 No. 出来事
H11.11 1 問題発覚
H12.7 2 B県，第１回説明会
H13.2 A県，第１回説明会
H14.3 3 A県，現地封じ込め，

B県，原則撤去を表明
H14.6 4 両県合同検討委員会,
H14.7 両県合同説明会
H15.8 5 A県知事が全量撤去方針表明
H16.3 6 A県仮設浄化プラント稼働，
H16.5 浸出水処理施設工事開始

H16.8～12 7 廃棄物の撤去開始
H18.9 8 B県が推定量修正
H18.9 9 A県が廃棄物本格撤去

計画書 (案)発表
H18.12 10 今現在

設定した．回収率は，A県 10%, B県 14.7%であった．

実施したアンケート調査の項目は大別して以下の 3

つである．

1) 回答者の属性

2) 自治体の対応に対する意識変化

3) この問題の解決方針に対する意識変化

ただし，本文では紙面の都合上 3)については省略した．

3. 調査結果と考察

(1) 調査対象の個人属性

本アンケート調査では，まず，設問「あなたご自身

についてお尋ねします.」として性別，年齢，職業，居

住地域を尋ねた. その結果について以下に整理する．

電話帳をデータベースにしたため，回答者は男性の

割合が多くなっており，男性が 92％，女性が 8％で

あった．年齢は 50代～60代が 54%，70代以上 31%で

あり，50代以上が 85％を占めた. 就業者は 68％，無

職の人は 32％であった. 回答者の居住地域については

A県側が 40％，B県側が 60％であり，A県側の回収

率が若干低くなっている.

(2) 自治体の対応に対する住民意識

アンケート調査の項目 2)について各県毎に整理し

て図–1（A県）と図–2（B県）に示す．質問は，表–1
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図–1 A県の対応に対する周辺住民の意識変化

の各項目の両県の対応に対する評価を 5段階選択式で

行った．両図の縦軸は表–1に示した項目No.，横軸は

回答率である．

項目 No.1の問題発覚時点では不満傾向が強く，特

にA県の対応に強い不満を感じていることがわかる．

項目 No.2の第 1回住民説明会に関しては A県の不

満傾向が 6割を占めているのに対して，B県の不満傾

向は 2割以下である．これは，B県が問題発覚から半

年程で開催したのに対してA県は 1年後に開催してい

るためと考えられる．したがって，可能な限り早期に

住民との対話をする機会を作り，対話する姿勢を示す

ことが第一段階としては非常に重要であるといえる．

2つの県に対して最も決定的な違いが表れたのが質

問項目No.3についてである．A県は現地封じ込め案，

B県は原則全量撤去案を表明した時点であり，A県が

不満傾向 8割なのに対してB県側は良い傾向に 8割と

正反対の結果となった．A県側の意見としてはまず汚

染拡散を防止することが先決であるとしてこの案を表

明したが, 住民側の意見としてはあくまで原則撤去を

求めていた．項目No.5でA県が全量撤去を表明した

際には，良い傾向が 6割以上となっていることからも，

No. 3の時点ではA県と住民との間には大きな意見の

乖離があったと考えられる．方針を正式に表明する前

に十分に対話をすることが重要であると考えられる．

これ以降に関しては，両県ともに良い傾向の割合が多

くなっており，現在は住民の行政に対する不満は30%程

度以下といえる．ただし，A県に対する方が現在でも
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図–2 B県の対応に対する周辺住民の意識変化

若干不満傾向にあり，項目 No.3での現地封じ込め案

発表による信用低下が，4年以上経過した現在の評価

にまで影響しているように感じられる．B県の対応に

関しては，迅速に説明会を開催し早期の段階で全量撤

去を表明したことにより，A県に比べて不満は少なく，

良い傾向になっている思われる.

4. おわりに

本研究では，住民意識合意形成手法に関して実証的

なデータを収集することを目的として，２県にまたが

る不法投棄問題を対象としてアンケート調査を実施し

た．現在では，問題が発覚した当時と比べて行政の対

応が評価されつつある．しかしながら，A県の「現地

封じ込み案」のように 1度でも住民側に支持されない

対応をした場合，行政が住民の信頼を取り戻すのは難

しく，長期に亘ってこの影響が及んでいる．

住民に対して迅速に対応し，コミュニケーションを

密にとることが重要であり，住民の理解を得るきっか

けにもなるのではないかと考えられる.
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